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（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

純 資 産 の 部

287,194

4,319

金 額

197,586

固 定 負 債

12,796

負 債 合 計

4,319

354,189

10,000

株 主 資 本

55,845

13,625

21,508

無 形 固 定 資 産

機 械 装 置

384,190純 資 産 合 計

18,505 その他利益剰余金 174,104

繰越利益剰余金 174,104

利 益 準 備 金 2,500

利 益 剰 余 金

その他資本剰余金 197,586

176,60474,350

科 目建 物 付 属 設 備

資 本 剰 余 金

前 払 年 金 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア

4,361

資 本 金

738,380

貸借対照表

611,738

（2023年３月31日現在）

売 掛 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 産 の 部 負 債 の 部

5,756

349,869流 動 負 債

219,506

貯 蔵 品 84

仕 掛 品

負債及び純 資産 合計

4,361

工具、 器具 及び 備品

資 産 合 計 738,380

投 資 そ の 他 の 資 産

未 収 入 金

科 目

58,904

役 員 賞 与 引 当 金201

未 払 費 用

31,357

4,439預 り 金

未 払 法 人 税 等

73,174

1,570

前 払 費 用 34,271 株 式 給 付 引 当 金 3,589

繰 延 税 金 資 産

（単位　千円）

金 額 金 額科 目

未 払 金

1,447

前 渡 金 31,340

47,930

固 定 資 産

資 産 除 去 債 務

126,642

暗 号 資 産 49,211

契 約 負 債 733

関係会 社短 期貸 付金 446,020

有 形 固 定 資 産



第４　個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１． 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産

定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物付属設備　　　　１０年～１５年
機械装置　　　　　　　４年
工具、器具及び備品　　４年～１５年

(2)無形固定資産
ソフトウェア（自社利用分）
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

２． 引当金の計上基準
(1)役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、次回支給見込額を計上しております。
(2)株式給付引当金

従業員への当社グループ株式の給付に備えるため、当事業年度における発生見込額に基づき計上
しております。

(3)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるために、退職給付債務を簡便法（期末要支給額に相当する金額の100％
を退職給付債務とする方法）により計上しております。

３． 重要な収益及び費用の計上基準
　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）等を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

４． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費
用としております。

(2)グループ通算制度の適用
　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度
を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）
に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開
示を行っております。

５． 当期純利益金額　　　112,691千円

個別注記表
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